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藤沢紙工株式会社

■

■

■

■

■

代表取締役社長

資本金

社員数

主要取引先

拠点

荒川　豊

30百万円

85名

日本ロレアル株式会社／日本発条株式会社／レンゴー株式会社／セコム株式会社／澁澤倉庫株式会社

花王株式会社／ジンマー・バイオメット合同会社／  　   (順不同)  他2,000社

会社概要

■

■

■

本社工場
神奈川県高座郡寒川町倉見1415-4
Tel.0467-75-9800 Fax.0467-75-9802

横 浜本店
神奈川県横浜市港北区新横浜3-6-5  2F
Tel.045-534-7419 Fax.045-534-7420

チカラン工場
Jl. Kenari Raya Blok G6-01 Kav.11D, Japanese SME's Center, Lippo Cikarang, Indonesia
Tel.+62 (0)21-8991-8674     Fax.+62 (0)21-8991-8675

■

■

新潟営業所
新潟県新潟市中央区上大川前通七番町1230-7  7F
Tel.050-6875-4363

藤 沢工場
神奈川県藤沢市宮前673-1
Tel.0466-26-7371 Fax.0466-26-738 

藤沢紙工株式会社は、創業50周年を契機に、国連グローバルコンパクト（UNGC）が定める 4 分野（人権、労働、環境、腐敗防止）10原則に賛同を表明致しました。　　  

今後も、ECOVADIS社による第三者評価を受けながら、次の50年を見据えつつ、より良い社会の構築に貢献する事業活動を行なって参ります。 　　　　　　　　　　　

当社の主要KPIs、及びSDGsターゲット群 【2024年12月31日時点】
葉山アマモ協議会への協賛：Ｊブルークレジット® 5.2ｔ－CO₂ 購入(2023年度・2024年度）
2023年より国土交通大臣認可法人ジャパンブルーエコノミー技術研究組合の認可プロジェクト「葉山町の
多様な主体が連携した海の森づくり活動」による自然系炭素除去に貢献しています。葉山町の沿岸では近年
藻場の衰退が急速に進行しており、藻場再生に向けて地域一体となり活動しています。
今後も、地域の豊かな海を優しく見守り続けていきます。

森林認証（FSC®Chain of Custody）：7.2％（ライセンス番号：FSC®- Ｃ134759）
2017年より、本社工場にて、森林認証（FSC®  COC）を取得しております。持続可能な森林活用と保全を支援すると
共に、森の生産物を適切に管理しながら、その加工・流通を担っています。自社生産量（段ボール製品）のFSC製品
比率を2030年までに25％以上にすることを目標に活動しております。

障がい者雇用率：19.2%
1982年から知的障がい者の雇用を開始し、2024年12月時点で19名の障がい者の方にご勤務頂いています。　
障害があっても、経済的に独立でき、老後も健康に安心して暮らして行ける社会を目指します。2012年に厚生
労働大臣表彰を受け、神奈川県においては、障がい者雇用優良企業の認定を受けています。2030年までの
期間においては、15％以上の雇用率確保を掲げています。　　
海外技能実習生：12.1%
当社の事業会社があるインドネシア共和国において、最低賃金水準が低く、且つ若年者非雇用率が高い中部ジャワ
地域の18-23歳の若者を採用し、日本で技能実習を行なった上で事業会社で正規雇用する取組みを進めています。　　
65歳以上の高齢者雇用率：5.0%
5.0%以上を目標値として設定し、希望者には70歳まで継続勤務出来る体制を整えています。今後も、社員の
健康促進を図り、2030年に向けて、高齢者雇用率を10%まで引き上げてゆきます。

男女比率：男性＝76%、女性＝24%
2040年までに、男女比率：50%が実現するように職場環境や就業規則の改善を進めています。　　
女性管理職比率：30%
2030年に40%、2040年に50%となる社内目標を設定し、バランスの取れた管理職層の形成を目指しています。　　
育児休暇取得率：女性＝－%（今年度対象者無し）、男性＝100%
男女ともに育児休暇取得率：100%となるべく、今後も、子育て世代が安心して仕事が出来る社内環境・業務
体制を構築して参ります。　　
国際比率：17.0%
2030年までに、日本国以外の国籍を持つ社員の比率を20%まで高めてゆき、人材の多様性を確保すると同時に
言語や文化や宗教に寛容な企業文化の醸成に励みます。

CDP気候変動：B評価（2024年度）
2015年9月の国連「持続可能な開発サミット」の合意を受け、2017年よりCDP気候変動レポートへの参加を
開始致しました。今後も、社内外の勉強会への参加を通じて、気候変動に対して積極的に行動してゆきます。

再エネルギー使用率：100%
2022年10月1日より、日本国内の3拠点の電気供給契約を再エネルギー：100%に切替えを行ないました。
これにより、当社のSCOPE2のCO2排出は、2023年中に前年対比95%減となりました。2035年までに
カーボンニュートラル企業になる目標を掲げています。


